
令 和 ４ 年 度 八 千 代 町 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

（総 則） 

第１条 令和４年度八千代町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(１) 給水戸数                          ６，２３２戸 

(２) 年間総給水量                    １，７４０，０００㎥ 

(３) 一日平均給水量                       ４，７６５㎥ 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

第 1款  水道事業収益                   ５１３，２２２千円 

 第１項  営業収益                    ４９４，１５２千円 

 第２項  営業外収益                    １９，０６８千円 

 第３項  特別利益                          ２千円 

支     出 

第１款  水道事業費用                   ３６５，５３２千円 

 第１項  営業費用                    ３３５，０８２千円 

 第２項  営業外費用                    ２０，４４９千円 

 第３項  特別損失                          １千円 

 第４項  予備費                      １０，０００千円 

 

 



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２４８，４７５千円 

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２１，１６５千円、過年度分損益勘定留保資金３９，５００千円、当年度分 

損益勘定留保資金６６，２５８千円、建設改良積立金１２１，５５２千円で補てんするものとする。） 

 

                支     出 

第１款  資本的支出                    ２４８，４７５千円 

 第１項  建設改良費                   ２３２，８１８千円 

 第２項  企業債償還金                   １０，６５７千円 

第３項  予備費                       ５，０００千円 

 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。                          （千円） 

款 項 事 業 名 総 額 年度 年割額 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 配水池耐震化工事 250,000 
Ｒ４ 125,000 

Ｒ５ 125,000 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１)  収益的支出における各項間の流用 

(２)  資本的支出における各項間の流用 

 

 

 

 



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流 

用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(１) 職員給与費                        ２９，２９０千円 

(２) 交際費                              １０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 営業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額はなし。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、５，７７１千円と定める。 

 

 

    令和 4年 3月 8日 提 出 

 

八千代町長  野 村  勇
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1.他会計補助金
2.受取利息及び配当金

備 考

1.過年度損益修正益

1

3.配水費

5,327

1

99,572

22,742

（単位：千円）

144

4.受託給水工事費

1.原水費

5.総係費

7.資産減耗費

1.水道事業費用
予 定 額

335,082
365,532

2,050

3.特別損失

支 出
款 項 目

2.浄水費

3.消費税及び地方消費税
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1.営業費用

1
1.過年度損益修正損 1

6.減価償却費

61,037

20,449
1.支払い利息及び企業債取扱諸費
2.雑支出

34,615

1.予備費

471,409

10,000

19,068

2
1

10,000

（単位：千円）

513,222
494,152

備 考予 定 額目
1.水道事業収益

款

3.その他の営業収益

3.長期前受金戻入 13,596

4.予備費

2.営業外費用

1.給水収益
2.受託給水工事収益 1

4.雑収益

収益的収入及び支出

収 入
項

1.営業収益

2.営業外収益

2.その他特別利益

18,000

2,319

77,804
60,003

130

令和4年度八千代町水道事業会計予算実施計画

1

3.特別利益



資本的収入及び支出

1.資本的支出

3.予備費

項
支 出

款
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2.企業債償還金
3.事務費

1.企業債償還金

1.建設改良費

2.資産購入費

232,818

（単位：千円）

予 定 額

228,300

248,475

4,516

備 考

2

5,000
1.予備費 5,000

10,657

目

1.施設費

10,657



１．総　　括

0

540

0

0 0

0

0

△ 1,459

0

0

13,726

0

1,580

0

給　　料

0

13,726

15,185

0

0

0

0

0

0

0

4
(1)

4
(1)
4

(1)
1,580

0

(1)
9,945

26,710

0

0

24,2538,947

9,945

0

26,7101,580

0

0

15,1850

△ 998

職 員 数 （ 人 ）

0 0

報　　酬

1,580

0

手　　当特 別 職

0

計

24,253

(0)
△ 2,457

給 与 費

△ 1,459

0

1,855

　

△ 195

宿 日 直
手 当

3600

△ 407

0

職 員 退 職
手 当 組 合
負 担 金

8,947

賃　　金

75

勤勉手当

0

0

0

住居手当期末手当

0

540

△ 180

360

特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

2,450

85

160

8

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

0

管 理 職
手 当

0

0

2,050

0

0

0

2,759 03,629前 年 度

0

（単位：千円）

0

5,037

0

5,037

△ 2,872

0

法定福利費

（単位：千円）

合 計

32,1625,452

△ 415

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員
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0

一 般 職

資 本 勘 定 支 弁 職 員

区 分

本

年

度

区 分

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合 計

比

較

扶養手当 通勤手当

本 年 度 3,222

比 較

352540

(0)
合 計

△ 309

手 当 の 内 訳

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

4

29,290

0

29,290

32,162

0

5,452

0

△ 2,872△ 415△ 2,457

0

0

0

△ 998

0

0

給与費明細書



　 　 　
ア.会計年度任用職員以外の職員

　 　 　

職 員 数 （ 人 ）

15,185

△ 1,459

13,726

給 与 費

- 4 -

時 間 外
勤務手当

期末手当 住居手当

27,371

0 0 0

0

0

4

0 0 0 0

区 分

前 年 度

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0

特 別 職

資 本 勘 定 支 弁 職 員

△ 195

8,947 22,673 4,698

勤勉手当

0

手　　当 計
　

0

（単位：千円）

法定福利費 合 計
一 般 職 報　　酬 給　　料 賃　　金

0

合 計 0 4 0 13,726 0 8,947 22,673 4,698 27,371

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 4 0 0 9,945 25,130 5,114 30,244

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 4 0 15,185 0 9,945 25,130 5,114 30,244

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 △ 998 △ 2,457 △ 416 △ 2,873

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 △ 1,459 0 △ 998 △ 2,457 △ 416 △ 2,873

（単位：千円）

手 当 の 内 訳

区 分
管 理 職
手 当

扶養手当 通勤手当
特殊勤務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

職 員 退 職
手 当 組 合
負 担 金

本 年 度 540 360 160 0 360 3,222 2,450 0 0 0 1,855

0 2,050540 540 75 0 352 3,629 2,759 0 0

0△ 407 △ 309 0比 較 0 △ 180 85 0 8



イ.会計年度任用職員

(0)

0
(1)
0

(0)

0

0 1,580

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 　 給 与 費

法定福利費 合 計
特 別 職 一 般 職 報　　酬 給　　料 賃　　金 手　　当 計

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1,580 0
0

(1)

0
(1)

0 0 1,580 339 1,919

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0

合 計 0 1,580 0

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1,580

0 0 0

0
(1)

0 1,580 338 1,918

0 0 1,580 339 1,919

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

合 計 0 1,580 0 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員

338 1,918

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0

前

年

度

0 0 0 1 1

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 1 1

（単位：千円）

手 当 の 内 訳

区 分
管 理 職
手 当

扶養手当 通勤手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当 住居手当
宿 日 直
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

職 員 退 職
手 当 組 合
負 担 金

本 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 00 0 0 0 0
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２．給料及び手当の増減額の明細

３．給料及び手当の状況
（１）職員１人当たり給与

手　　　　　　　　当  △ 998

増 減 額

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

177

平 均 年 齢

△ 1,636

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

（ 歳 ）

備　　　　　考増 減 事 由 別 内 訳

企 業 職 （ 一 ） （ 行 一 職 ）

説　　　　　　　　　　　　　　　明

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

そ の 他 の 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

区 分

給 料

令 和 ４ 年 1 月 １ 日 現 在

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

△ 1,459

（単位：千円）

人事異動

人事異動

282,275

△ 998

304,200

35.75

38.00

333,650令 和 ３ 年 1 月 １ 日 現 在

（ 円 ）

（ 歳 ）

309,600平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

区 分

企 業 職 （ 二 ） （ 行 二 職 ）
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（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

主　事　補
技　師　補
主　　 　事
技　　 　師

企 業 職 （ 一 ） （ 行 一 職 ）

2

区 分

２ 級

令 和 ４ 年 1 月 １ 日 現 在

大 学 卒 182,200

級

150,600

計

５ 級

７ 級
1

100.0

４ 級

困難な職務を分
掌する課長補佐

６ 級

4

１ 級

1
４ 級
３ 級 25.0

（人） 構 成 比

4

職 員 数

25.0
1

25.0

1

147,900

一 般 会 計 の 制 度

行　　一　　職 行　　二　　職

150,600高 校 卒

企業職（二）　　（行二職）

（ 単 位 ： 円 ）

企業職（一）　　(行一職）

147,900

　

25.0

100.0

　

（％）

２ 級

計
１ 級

２ 級
50.0

（％）構 成 比（人）職 員 数級

５ 級

１ 級

３ 級

25.0

７ 級
６ 級

区 分

　 182,200

1

1

３ 級 25.0

　

企 業 職 （ 二 ） （ 行 二 職 ）

１ 級

令 和 ３ 年 1 月 １ 日 現 在

２ 級
３ 級

３　　　級 ４　　　級２　　　級

計

課　　　長

計

区　　　分 １　　　級

部　　　長

５　　　級 ６　　　級 ７　　級

企業職 主　　任
主　　　幹

係　　　長

主　　　査

課長補佐
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（４）昇給

職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）人
昇給に係る職員数　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）人

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）人
昇給に係る職員数　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）人

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

（５）特殊勤務手当

企業職（一）　（行一職）合　　　　　　　　　　　　　　計

４号給　　（人）

0

４号給　　（人）

100.0

0

0
0

4

100.0

企業職（二）　（行二職）

1

100.0

1

4

企業職（二）　（行二職）

4

1

4

3

0
4

4

0
0

4

７号給　　（人）

0

100.0

3
５号給　　（人）
６号給　　（人）

２号給　　（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

本年度

１号給　　（人）

２号給　　（人）

4

前年度
3 3
0

伝染病防疫作業　・　精神障害者の収容作業

３号給　　（人）

号給数別内訳

１号給　　（人）

号給数別内訳

区　　　　　　　　　　　　　　　分

　　　 給  料  総  額  に  対  す  る  比  率  （％）
　　　　　(令和3年1月1日　現　在)

　　　 支　給　対　象　職　員　の　比　較　（％）
　　　　 （令和3年1月1日　現　在）

　　 　代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

0

３号給　　（人） 1

0.00

支給対象職員1人当たりの平均支給月額（円）

６号給　　（人）
７号給　　（人）

0.00

全　　　　職　　　　種 企業職（一）　（行一職）

0

0.00

0

0.00

５号給　　（人）

- 8 -



（６）期末・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

前　  　年　  　度

本　  　年　  　度

支　　給　　率　　等

2.225

同 じ

同 じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

2.225

扶 養 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

区 分

4.450

4.450

区　　　　　　　　　分

33.27075

20年勤続の者（月分）

６月（月分）

一般会計の制度

2.225

2.225 2.225

35年勤続の者（月分）

24.586875

区　　　　　　　　　分

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875

47.709

最高限度（月分）25年勤続の者（月分）

47.709

その他の加算措置等

4.450

支　給　期　別　支　給　率

有

47.709
定年前早期退職
特　例　措　置
（2%～20%加算）

備　　　　　　　　　　　　　　考
１２月（月分）

備　　　　　　考

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支給率計
（月分）

有

有

- 9 -

定年前早期退職
特　例　措　置
（2%～20%加算）

同 じ

33.27075 47.709

2.225



8,125

令和4年4月から
令和6年3月まで

29,050

電算業務委託 24,347
令和4年4月から
令和5年9月まで

29,050

金　　　　額

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

左の財源内訳

8,125

検針等業務委託

令和元年10月から
令和4年3月まで

限　度　額

期　　　　間

前年度末までの支払義務発生(見込)額

事　　　　項

29,050

期　　　　間 金　　　　額

16,222

営業収益

当該年度以降の支払義務発生予定額

- 10 -

款

4

継続費の
総額に対
する進捗

率
　　（％）

年度

前前年度
末までの
支払義務
発生額

継続費に関する調書

（単位：千円）

50.0125,000

左の財源内訳

100.0

備　考

125,000 50.0

当該年度
支払義務
発生予定

額

項

建
設
改
良
費

125,000

125,000

250,000

事　業　名
年割額

前年度末
までの支
払義務発
生（見込）

額

250,000

当該年度
末までの
支払義務
発生予定

額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

資
本
的
支
出

配水池耐震化工事

企業債
建設改良
積立金他

125,000

計

125,0005

125,000

全　体　計　画



1
⑴
⑵
⑶
　

2
⑴
⑵
⑶
⑷
⑸
⑹
⑺

3
⑴
⑵
⑶
⑷

4
⑴　
⑵

当年度未処分利益剰余金
147,961,000
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当 年 度 純 利 益 147,961,000

経 常 利 益 147,961,000

支払利息及び企業債取扱 2,545,000
雑 支 出 122,000 2,667,000 18,620,000

営 業 外 費 用

長 期 前 受 金 戻 入 15,787,000
雑 収 益 5,355,000 21,287,000

受取利息及び配 当金 144,000
他 会 計 補 助 金 1,000

営 業 外 収 益

営 業 収 益 129,341,000

資 産 減 耗 費 2,522,000
そ の 他 営 業 費 用 0 303,569,000

総 係 費 56,786,000
減 価 償 却 費 72,910,000

配 水 費 28,599,000
受 託 給 水 工 事 費 0

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費 142,752,000

そ の 他 の 営 業 収 益 21,907,000 432,910,000

給 水 収 益 411,002,000
受 託 給 水 工 事 収 益 1,000

 

令和３年度八千代町水道事業予定損益計算書
　　　　　　　　　　　　　（令和３年　４月　１日から令和４年　３月３１日まで） （単位：円）

営 業 収 益



1
⑴
イ
ロ
　
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

⑵
イ　
ロ

2
⑴　
⑵

⑶
⑷

資 産 合 計 3,455,644,453

流 動 資 産 合 計 1,765,872,018

貯 蔵 品 0
そ の 他 流 動 資 産 1,273,670

未 収 金 34,238,245
貸 倒 引 当 金 △ 2,704,356 31,533,889

流 動 資 産
現 金 預 金 1,733,064,459

固 定 資 産 合 計 1,689,772,435

無 形 固 定 資 産 合 計 470,994

電 話 加 入 権 161,600

無 形 固 定 資 産
借 地 権 309,394

有 形 固 定 資 産 合 計 1,689,301,441

建 設 仮 勘 定 0

車 輌 運 搬 具 5,940,596
減 価 償 却 累 計 額 △ 4,183,528 1,757,068

工 具 器 具 及 び 備 品 2,058,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,843,902 214,098

機 械 及 び 装 置 862,297,031
減 価 償 却 累 計 額 △ 672,998,619 189,298,412

構 築 物 5,035,490,721
減 価 償 却 累 計 額 △ 3,815,437,619 1,220,053,102

建 物 177,255,600
減 価 償 却 累 計 額 △ 107,058,418 70,197,182

有 形 固 定 資 産
土 地 207,781,579

令和３年度八千代町水道事業予定貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和４年３月３１日） （単位：円）

【 資産の部 】
固 定 資 産

- 12 -



3
⑴
イ

⑵
イ

4
⑴
イ

⑵
⑶
イ
ロ
ハ

⑷
⑸

5
⑴　
⑵

負 債 合 計 384,533,577
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長期前受金収益化累計額 △ 1,375,558,898
繰 延 収 益 合 計 182,864,803

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 1,558,423,701

そ の 他 流 動 負 債 1,235,824

流 動 負 債 合 計 81,926,397

引 当 金 合 計 2,612,000
前 受 金 0

法 定 福 利 費 引 当 金 420,000
修 繕 引 当 金 0

引 当 金
賞 与 引 当 金 2,192,000

企 業 債 合 計 14,246,245
未 払 金 63,832,328

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 14,246,245
に 充 て る た め の 企 業 債

119,742,377

流 動 負 債

引 当 金 合 計 21,344,127

固 定 負 債 合 計

引 当 金
修 繕 引 当 金 21,344,127

建 設 改 良 費 等 の 財 源 98,398,250
に 充 て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計 98,398,250

固 定 負 債
企 業 債

【 負債の部 】



6
⑴
イ
ロ

7
⑴
イ
ロ
ハ
ニ

⑵
イ
ロ　
ハ
ニ

資 本 合 計 3,078,291,876

負 債 ・ 資 本 の 部 3,462,825,453

剰 余 金 合 計 1,930,152,055

当年度未処分利益剰余金 516,097,256
利 益 剰 余 金 合 計 1,772,711,608

利 益 積 立 金 552,262,020
建 設 改 良 積 立 金 521,303,030

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 183,049,302

そ の 他 資 本 剰 余 金 130,127,447
資 本 剰 余 金 合 計 157,440,447

県 補 助 金 4,166,000
工 事 負 担 金 0

資 本 剰 余 金
国 庫 補 助 金 23,147,000

自 己 資 本 金 合 計 1,148,139,821

資 本 金 合 計 1,148,139,821

剰 余 金

自 己 資 本 金
出 資 金 1,099,613,560
組 入 資 本 金 48,526,261

【 資本の部 】
資 本 金
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1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 有形固定資産の取得による支出

減価償却費 国庫補助金等による収入

固定資産除却費 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

引当金の増減額（△は減少） 投資活動によるキャッシュ・フロー

賞与引当金

法定福利費引当金

修繕引当金 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

貸倒引当金 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

長期前受金戻入額 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

支払利息及び企業債取扱諸費 財務活動によるキャッシュ・フロー

受取利息及び受取配当金

未収金の増減額 (△は増加）

たな卸資産の増減額 (△は増加） 資金増加額（又は減少額）

未払金の増減額 (△は減少） 資金期首残高

その他流動負債の増減額（△は減少） 資金期末残高

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 2,319

220,257

- 15 -

0 1,943,048

0 1,941,001

222,432

144

2,319 △ 10,657

△ 144

△ 3,332

△ 2,0470

△ 259

△ 24

0

680 0

△ 13,596 △ 10,657

77,804 0

2,049 0

△ 211,647

令和4年度八千代町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
　（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

（単位：千円）

156,935 △ 211,647



1
⑴
イ
ロ
　
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

⑵
イ　
ロ

2
⑴　
⑵

⑶
⑷

資 産 合 計 3,575,723,183

流 動 資 産 合 計 1,962,085,293

貯 蔵 品 0
そ の 他 流 動 資 産 1,273,670

未 収 金 22,949,473
貸 倒 引 当 金 △ 3,138,681 19,810,792

流 動 資 産
現 金 預 金 1,941,000,831

固 定 資 産 合 計 1,613,637,890

無 形 固 定 資 産 合 計 470,994

電 話 加 入 権 161,600

無 形 固 定 資 産
借 地 権 309,394

有 形 固 定 資 産 合 計 1,613,166,896

建 設 仮 勘 定 0

車 輌 運 搬 具 5,940,596
減 価 償 却 累 計 額 △ 4,953,892 986,704

工 具 器 具 及 び 備 品 2,058,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,948,804 109,196

機 械 及 び 装 置 862,157,931
減 価 償 却 累 計 額 △ 668,302,816 193,855,115

構 築 物 5,014,275,721
減 価 償 却 累 計 額 △ 3,870,473,042 1,143,802,679

建 物 177,255,600
減 価 償 却 累 計 額 △ 110,623,977 66,631,623

土 地 207,781,579

- 16 -

令和４年度八千代町水道事業予定貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和5年3月31日） （単位：円）

【 資産の部 】
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産



3
⑴
イ

⑵
イ

4
⑴
イ

⑵
⑶
イ
ロ
ハ

⑷
⑸

5
⑴　
⑵

負 債 合 計 307,380,448

長期前受金収益化累計額 △ 1,379,865,216
繰 延 収 益 合 計 174,688,178

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 1,554,553,394

そ の 他 流 動 負 債 1,245,213

流 動 負 債 合 計 25,702,358

引 当 金 合 計 2,319,000
前 受 金 0

法 定 福 利 費 引 当 金 391,000
修 繕 引 当 金 0

引 当 金
賞 与 引 当 金 1,928,000

企 業 債 合 計 16,344,245
未 払 金 5,793,900

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 16,344,245
に 充 て る た め の 企 業 債

106,989,912

流 動 負 債

引 当 金 合 計 21,344,127

固 定 負 債 合 計

引 当 金
修 繕 引 当 金 21,344,127

建 設 改 良 費 等 の 財 源 85,645,785
に 充 て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計 85,645,785

固 定 負 債
企 業 債

【 負債の部 】
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6
⑴
イ
ロ

7
⑴
イ
ロ
ハ
ニ

⑵
イ
ロ　
ハ
ニ

資 本 合 計 3,268,342,735

負 債 ・ 資 本 の 部 3,575,723,183

剰 余 金 合 計 2,120,202,914

当年度未処分利益剰余金 608,652,859
利 益 剰 余 金 合 計 1,962,762,467

利 益 積 立 金 552,262,020
建 設 改 良 積 立 金 618,798,286

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 183,049,302

そ の 他 資 本 剰 余 金 130,127,447
資 本 剰 余 金 合 計 157,440,447

県 補 助 金 4,166,000
工 事 負 担 金 0

資 本 剰 余 金
国 庫 補 助 金 23,147,000

資 本 金 合 計 1,148,139,821

剰 余 金

出 資 金 1,099,613,560
組 入 資 本 金 48,526,261
自 己 資 本 金 合 計 1,148,139,821

資 本 金
自 己 資 本 金

【 資本の部 】
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－19－ 

令和 3年度八千代町水道事業注記表 
（令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月 31日まで） 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

建物         13～50年 

構築物        10～60年 

機械及び装置     8～20年 

工具、器具及び備品  4～10年 

車輌運搬具        5～ 6年 

(2)  無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

２ 引当金の計上方法 

(1)  退職給付引当金 

職員の退職手当に要する臨時的・追加的な費用は「退職手当の負担に関する覚書」に基づき、一般会計からその全部を負担

することになっているため、退職引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金       

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 

(3)  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 

(4)  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 



－20－ 

 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額（税抜き） 

１年内  3,973,200 円 

１年超   1,986,600 円 

計    5,959,800 円 

 

Ⅲ．その他の注記 

1  新会計基準移行に係る経過措置 

(1) 修繕引当金に関する経過措置 

平成 26年 3月 31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

(2)  みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成 26年 3月 31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額について

は、適正な移行処理により合理的に整理している。 

2  引当金の取崩し 

(1) 賞与引当金 

令和 3 年 6 月に令和 2 年 12 月分から令和 3 年 3 月分の賞与及びそれらに係る法定福利費を支給することになるため、賞与引当

金 2,168,000円、法定福利費引当金 411,000円を取り崩す。 

(2) 貸倒引当金 

令和 3年度において不納欠損による損失 150,000円を計上したため、貸倒引当金から同額を取り崩した。 



 

 

－21－ 

令和４年度八千代町水道事業注記表 
（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日まで） 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

建物         13～50年 

構築物        10～60年 

機械及び装置     8～20年 

工具、器具及び備品  4～10年 

車輌運搬具        5～ 6年 

(2)  無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

２ 引当金の計上方法 

(1)  退職給付引当金 

職員の退職手当に要する臨時的・追加的な費用は「退職手当の負担に関する覚書」に基づき、一般会計からその全部を負担

することになっているため、退職引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金       

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 

(3)  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 

(4)  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 



－22－ 

 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額（税抜き） 

１年内   1,986,600 円 

１年超        0 円 

     計      1,986,600 円 

 

Ⅲ．その他の注記 

1  新会計基準移行に係る経過措置 

(1) 修繕引当金に関する経過措置 

平成 26年 3月 31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

(2)  みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成 26年 3月 31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額について

は、適正な移行処理により合理的に整理している。 

2  引当金の取崩し 

(1) 賞与引当金 

令和 4 年 6 月に令和 3 年 12 月分から令和 4 年 3 月分の賞与及びそれらに係る法定福利費を支給することになるため、賞与引当

金 2,192,000円、法定福利費引当金 420,000円を取り崩す。 

(2) 貸倒引当金 

令和４年度において不納欠損による損失 200,000円を計上したため、貸倒引当金から同額を取り崩した。 



　

2.

令和4年度八千代町水道事業会計予算実施計画説明書

受 託 給 水

収益的収入及び支出

収 入

471,409

- 23 -

24,160

2,207,000
φ25㎜

78,031,000
80,071,000

1,496,000

φ25㎜

予 定 額

447,249

本 年 度

513,222

前 年 度
予 定 額

千円 千円

491,289
円

給水戸数

給水戸数

基本料金

φ20㎜

従量料金

φ40㎜

φ13㎜

6,232戸

752,000

112,200,000

8,250,000

14,850,000

6,232戸

φ75㎜
φ50㎜
φ40㎜ 13,860,000

49,500,000

3,806,000

φ50㎜
φ75㎜

4,458,000

94,050,000

φ13㎜

1

21,933
469,982

1

水 道 料 金1.

2.

受 託 給 水
1.

量 水 器 使 用 料

工 事 収 益

1.

494,152

1
工 事 収 益

節
区 分減

比 較

459,073

増
千円

金 額

24,170

款 ・ 項

給 水 収 益

目

1.営業収益
1.水道事業収益

千円

φ20㎜ 

千円

φ40㎜

7,117,000

φ13㎜

200,000

φ75㎜ 102,000
φ50㎜

12,336

175,000

φ25㎜
φ20㎜

1,000受託給水工事収益

284,000

説 明



1. 1.
2.

国庫補助金相当額

3. 1. 県費補助金相当額

町工事負担金
量水器売却
県西用水電気料
漏水損害賠償金
公共下水道事業に伴う配水管布設替
　及び工事補償金
中央土地区画整理事業に伴う配水管布設替
　及び工事補償金
道路改良工事に伴う配水管布設替工事補償金
福島原発事故に伴う賠償金

1.

2.

425

13,242

9,075

手 数 料

1.

1

1,000
70,000

1,000

144

5,327

804,000

過年度損益修正益

その他特別利益

13,596長期前受金戻入

過 年 度 損 益
修 正 益

1

1

そ の 他
特 別 利 益

他 会 計 補 助 金

及 び 配 当 金

2.営業外収益

4.

長 期 前 受 金
戻 入

過 年 度 損 益
修 正 益

受 取 利 息

雑 収 益

144

 

 

15,787

46

2,191

5,373

2

1

予 定 額

1

 

予 定 額
本 年 度

19,068

前 年 度

22,732

- 24 -

 

5,327

1

13,596

増

他 会 計 補 助 金

1.

1

2,237

比 較

預 金 利 息1.

そ の 他
雑 収 益

他 会 計 負 担 金

加 入 金

1.

そ の 他
特 別 利 益

区 分

1.

3.

減

3.

2.
 

 

 

144

そ の 他 の
営 業 収 益

2

1

22,742

21,305

10

1

款 ・ 項 説 明

100,000

3.特別利益

目
節

金 額

3,300,000

3,444,000

10,821,000

250,000道路占用申請書類作成手数料

144,000

下水道事務負担金

65,000

φ20㎜　15件

90,000

管理職人件費及び需用費負担金

1,971,000

1,000

1,000

5,158,000

5,000,000

100,000

上水道高料金対策による一般会計繰入金 1,000

φ13㎜　35件 5,775,000

預金受取利息

指定工事店指定手数料
消火栓維持管理負担金

25,000
4,640,000

設計審査手数料
工事検査手数料

50,000



1.
3.
4.

6.

データロガプリンター印刷管理業務

5.

7.

急速ろ過器ろ材洗浄工事（No.3,4)

急速ろ過器ろ材掻取工事（No.1,2)

6,000,000
1,400,000
1,350,000フロキュレーター分解整備工事（1-2）

2.

365,532
千円

500,000

予 定 額

324,954

10,560,000

- 25 -

次亜塩素酸ナトリウム

20,000備 消 品 費

材 料 費

修 繕 費

受 水 費

手 数 料
修 繕 費

6.

24,450

10,560

金 額区 分

蛍光灯その他

遊離残留塩素測定用試薬

手 数 料 464

着水井・沈澱池清掃消毒業務

説 明

千円

70,000

7,000,000
495

浄水設備保守業務(機械）

1.水道事業費用

1.

浄　　　水　　　費

1.営業費用

原      水      費

目

支 出

335,082

99,572

57,57061,037 3,467

減

99,462

千円

110

10,128

比 較
増予 定 額

前 年 度本 年 度

千円

動 力 費

委　　　託　　　料

12,402

7,000

4.

20

動　　　 力　　　 費5.

11,100

3.

2.

1.

千円

節

353,130

款 ・ 項

自家発電用軽油代

280,000

PH標準液・標準液用粉末
水質設備性能維持定期交換部品

排水・排泥池清掃業務委託

4,500,000

取水場電気料

水道施設台帳(電子化)加除修正業務

水質計器保守点検業務 550,000

13,000,000

電気・計装保守点検業務

200,000

円

浄水場電気料

電気保安業務

437,000

運転管理業務委託（夜間休祝日）

21,000

500

13,733

70,000

浄水水質検査手数料
検便手数料

700,000

750,000
1,350,000

11,286,000

浄水場緊急時処置業務

取水設備修繕

11,356

27,000

550,000

薬 品 費

80,701

2,350,000

2,000,000

ポリ塩化アルミニウム

備　　消　　品　　費 230
30,000

4,240,000

沈殿池設備整備工事

次亜貯留槽他清掃業務委託 700,000

9,472,000

修繕材料

原水水質検査手数料 495,000

県西用水受水費 80,701,000



公共下水道事業に伴う配水管布設替工事

3.

5.
6.
7.

1.

総 係 費

1

給 料

1,206

配水管・給水管データ更新業務
公共工事に伴う配水管布設替工事設計業務委託

1,000,000設計業務委託

配水池清掃業務委託(No2)

4,000,000

水道賠償責任保険(Aﾀｲﾌﾟ)

通勤手当 160,000

勤勉手当 1,617,000

給料

期末手当 2,127,000

20,000

3.

職員退職手当組合負担金

前 年 度
予 定 額

- 26 -

2.

135,000

1,000

360,000

1.
事務用消耗品

200,000

70,000

修 繕 費

2,200,000

1,591,000

1,300,000

配水管等管理業務委託

13,000

区 分

緊急給水用備消耗品

4.

配 水 費

5.

款 ・ 項 目

受 託 給 水
工 事 費

60,003

予 定 額
本 年 度

31,28034,615

1

61,209

増
比 較

減

3,335

7,590

4.

100,000

1,300,000

節

120

370

委 託 料

金 額

配水管の地下使用に伴う賃借料

1,000,000

284保 険 料

工 事 請 負 費 1

7,039

13,726

児童手当

公共下水道事業に伴う配水管布設替工事

修理用器具工具

動 力 費
700

8.

2. 手 当 等

1.

賃 借 料

備 消 品 費

4,000,000

路 面 復 旧 費
7,590,000

700,000

11,551

水管橋点検業務

扶養手当 360,000

材 料 費

説 明

修繕材料

量水器取替業務

280,000緊急遮断弁点検業務

100,000

公共工事に伴う配水管布設替工事 5,000,000

120,000

1,000,000
配水ポンプ電気料

2,200,000

配水管地下使用に伴う測量委託
配水管・給水管台帳管理システム委託

配水管工事に伴う復旧費

580,000

149,000建物災害共済

13,726,000

1,855,000

配水管漏水及び制水弁等修繕工事

540,000

時間外勤務手当

管理職手当



4.

6.

8.
9.

11.

13.

53,000

12. 光 熱 水 費 107
ガス代 54,000
下水道使用料 53,000

22,000

212

15,000
上下水道統合システム備消品

15,000
清掃用具

625備 消 品 費10.

事務用品

水道事業普及啓発活動用消耗品

10,000

272,000

公務災害補償基金負担金

新聞代

臨時職員雇用保険料

ﾌｧｲﾙ及びﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ

参考図書代

391,000

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

221

賞与引当金繰入額

45,000

18,000

1,580,000

食 糧 費 1

報 償 費

燃 料 費

口座振替データ伝送用備消品

報酬

特定健診

共済組合負担金

347

共済組合負担金繰入

追加費用

報 償

説 明

50,400

20,000

共済組合事務費

61,000

共用物品

臨時職員労災保険料
2,000

コピートナー
コピー用紙

32

諸会議賄 1,000

本 年 度
予 定 額

- 27 -

款 ・ 項
前 年 度

目
予 定 額

比 較
増 減 金 額

被 服 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

区 分

24,000

36,000

臨時職員社会保険料

レーザープリンタトナー

23,000

報償費　期末手当（会計任用職員）

節

4,617

1,580

5.

管理棟消耗品
自動車用オイル代

391

39,600

15,000

7,000

1,9283.

9,000
パソコン用品

蛍光灯

315,000

普通旅費

6,000

1,928,000

14,000

347,000

公用車ガソリン代 212,000

221,000
現場管理用 32000

7.

旅 費

257,000

3,913,000



19.

21.

24.

携帯電話料

880 貸倒引当金繰入 880,000

81,000
公 課 費 36 自動車重量税 36,000

118
自賠責保険

説 明

480,000

28,000

150

日本水道協会負担金 88,000
日本水道協会関東支部負担金 18,000

　　整備促進協議会負担金

地方公営企業会計制度に関する支援業務

10,000
その他の負担金

37,000
保 険 料

25.
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

自動車損害共済分担金

1,503

- 28 -

区 分

454

600,000

修 繕 費

委 託 料

駐車料
111

窓・床清掃業務

132,000

726,000
督促状

電話料 216,000

使用水量のお知らせ（ロール紙）

720,000

各種研修会出席負担金 320,000

396,000

14,520,000
6,051,000

10,000

22. 負 担 金

200,000

20.

14,000

茨城県南西地域広域的水道

200,000

有料道路通行料

20,000

自動車及び備品修繕
交 際 費

賃 借 料

320

10

手 数 料

研 修 費

23.

日本水道協会茨城県支部負担金

交際費

17.
コンビニ収納取扱手数料

16.

款 ・ 項

38,000

本 年 度
予 定 額

目
予 定 額

前 年 度

18.

比 較 節

14.

電話回線使用料

口座振替不能通知書

金 額

21,000

減

封筒印刷

法定定期点検整備料

除草作業業務

口座振替手数料

検針等業務

増

1,308

1,771

印 刷 製 本 費

納付書取扱手数料

22,516

通 信 運 搬 費

口座データ伝送月間基本手数料

15.
放送受信料

152,000

郵便料

48,000

口座データ伝送システム保守点検 45,000

納入通知書兼領収書

100,000

車検整備料 233,000

73,000

設備台帳管理システム利用料

198,000

602,000
66,000

多言語翻訳機通信料（2年）

700,000

707,000

電算処理業務
11,000

400,000



1.

1.
2.

1. 1.

- 29 -

 3. 特別損失 1 1

2,318,000

1.
過 年 度 損 益
修 正 損

1 1

3.

1.

6.

1

2.
そ の 他
特 別 損 失

0

企業債支払い利息

3,342,000

20,841,000
545,000
80,000

52,996,000
機械及び装置
車両運搬具

2.

比 較

雑 支 出

たな卸資産のき損滅失による除却費

建物

節

 4. 予  備  費 10,000 10,000

2.
そ の 他
特 別 損 失

0 0

予 備 費 10,000 10,000

2,500

2.

1.

過 年 度 損 益
修 正 損

130

2,522 472

支 払 い 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

予 定 額

4,894

130

予 定 額

2262,545

 2. 営業外費用

款 ・ 項

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1.

7. 資 産 減 耗 費

15,500

減

1.

予 備 費

区 分

2,319

20,449

30

10,000

18,000

固 定 資 産
除 却 費

1

借 入 金
利 息

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

2,049

72,910

本 年 度

不用品売却原価

77,804

増

2,274

前 年 度

2,050

1

目

減 価 償 却 費

金 額

77,804
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

工具・器具及び備品

説 明

た な 卸 資 産
減 耗 費

18,175

1.

18,000

2.

企 業 債 利 息

そ の 他 雑 支 出

2,318

 

100

量水器及びその他

1,000

2,049,000

構築物



1.
φ13㎜
φ20㎜
φ25㎜
φ40㎜
φ50㎜
φ75㎜

3.
4.
1.
2.

1. 1.

1. 1.

企 業 債 償 還 金 10,657企 業 債 償 還 金 10,657 10,430 227
2.企業債償還金 10,657 10,430 227

旅 費 1
賃 借 料 1

3. 事 務 費 2 2

391個 2,151,000

備 品 費 1

2個 161,000
0個 0

車 輌 費 1

量 水 器 費 4,513

257個 1,979,000
16個 134,000
4個 88,000

125,000,000
50,000,000

58

用 地 費 1 用地費 1,000

2.

量水器
　 670個

4,574

中央土地区画整理事業に伴う配水管布設工事設計委託料 2,000,000

2. 工 事 請 負 費 218,300
8,300,000

配水池耐震化工事（継続費）

1. 施 設 費 228,300 354,506 126,206

資本的収入及び支出

PAC注入ﾎﾟﾝﾌﾟ更新工事 1,100,000

円

8,000,000
2,900,000

中央監視装置更新工事 23,000,000

配水管布設工事
取水ポンプ盤更新工事(No.1)
配水ﾎﾟﾝﾌﾟ更新工事（No.2)

126,037

0
予 備 費0 5,000

126,264

千円

目

千円
予 定 額

千円
金 額増

千円 千円
減 区 分

節前 年 度 比 較
予 定 額

1.建設改良費 232,818 359,082
374,512248,475

2. 資 産 購 入 費 4,516

1.資本的支出

支 出

款 ・ 項
本 年 度

3.予備費 5,000 5,000
予 備 費 5,000 5,000

1. 委 託 料 10,000 道路改良に伴う配水管布設替工事実施設計業務委託

現場管理委託料
5,000,000
3,000,000
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公共工事に伴う配水管布設工事

説 明


